


１．継続事業の前提に関する注記

　　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法・・・該当なし（会員・組合員加入時の出資のため）

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物、構築物、車両運搬具並びに器具及び備品・・・定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・該当なし

　（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金・・・掛金累計額で計上

３．重要な会計方針の変更

　　なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　大内さつき会退職金支給規程に記載有。

　　加入先：独立行政法人福祉医療機構（法人負担）及び秋田県福利協会（法人、従業者折半）。

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

 (1)法人全体の計算書類（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）

 (2)事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式）

　 当法人では社会福祉事業のみを実施しているため作成を省略している。

 (3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

 (4)収益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）

　 当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

 (5)各拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア　本部拠点（社会福祉事業）

 　　　「本部」

　イ　おおうち拠点（社会福祉事業）

　　　 「特別養護老人ホームおおうち」

 　　　「大内さつき会指定短期入所生活介護事業所」

 　　　「大内さつき会指定居宅介護支援事業所」

　ウ　たいよう拠点（社会福祉事業）

　　　 「グループホームたいよう」

　　　 「デイサービスセンターだいち」

　エ　みらい拠点（社会福祉事業）

 　　　「ケアハウスみらい」

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

７．会計基準省令第６条第１項及び第２項の規定による基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　該当なし

８．担保に供している資産

当期末残高

35,948,268

0 0 0

基本財産の種類

97,267,009 0 0

当期減少額当期増加額前期末残高

計算書類に対する注記（法人全体用）

603,810,000 0 35,948,268

97,267,009土地

合計

定期預金

建物 506,542,991 0 470,594,723

0

567,861,732

－法人全体1－



　　担保に供されている資産は以下のとおりである。

　　　　 土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円

　　　　 建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０円

　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ０円

　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

　　　　 設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）　　　　　　　　　　　０円

　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　０円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価額及び評価損益

　　該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

　　該当なし

１３．重要な偶発債務

　　該当なし

１４．重要な後発事項

　　該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　　前払費用について、支払資金の範囲であるものと、１年基準により長期前払費用から振り替えられたものの内訳は以下のとおりで

　　ある。

（単位：円）

備　　　考

1円除却

建物、家財火災保険料

備　考

支払資金の範囲である前払費用

１年基準による振替額

合計（前払費用計上）

0

当年度

443,228

443,228

前年度

0

439,424

439,424

備　考

法人内事業所間取引分

建物（基本財産）

1,494,116,012 1,007,803,260 486,312,751

器具及び備品 10,805,087

0

無形リース資産 4,374,000 2,187,000 2,187,000

有形リース資産

70,985,885

3,066,126

60,180,797

車両運搬具

68,395,882 2,725,939

6,349,385 6,349,383 2

減価償却累計額 当期末残高

1,336,585,993 865,991,270 470,594,723

71,121,821

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

取得価額

合計

3,066,126

ソフトウェア 1,632,802 1,632,802 0

構築物

事業未収金

未収金

未収補助金

合　計

52,676,349

6,072,662

971,000

52,676,349

6,072,662

971,000

59,720,011

0

0

0

059,720,011

－法人全体2－


